「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	　項　目
	第3　各課題に関する取り組み　(全般)

	事業実績及び事業効果

	大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画に則して、大阪市野宿生活者(ホームレス)の自立の支援等に関する実施計画（平成16年度～平成20年度）を策定し事業実施に取り組んだ結果、ホームレス数の大幅な減少に繋がった。
事業実績（平成16年4月～平成20年7月）

巡回相談事業
相談件数　　52,683件
自立支援センター入所、施設入所等の支援件数　　8,192件
　　自立支援センター
入所者数　　3,054人
退所者数　　2,964人
就労退所率　　40.8％
事業効果

平成15年1月ホームレス数6,603人

平成20年1月ホームレス数3,647人（15年と比べ45％の減少）

	課題・問題点
	ホームレスの自立の支援等に関する基本方針（平成二十年厚生労働省国土交通省告示第一号）においても「ホームレスの生活実態については、食事の確保や健康面での問題を抱える等、健康で文化的な生活を送ることができない状況が見られたほか、ホームレスの高齢化、野宿生活の長期化、就労自立する意欲が低い者の割合の増加等の傾向が見られた。」と述べられているように、ホームレス数が減少した一方で、現在も野宿生活を続けているホームレスに野宿生活期間の長期化や就労自立意欲の低下傾向が見られ、自立支援が相対的に困難な人の割合が増加しているなど、新たな課題も生じている。こうした状況に対応できるよう、国庫補助の拡充など、施策のより一層の充実が必要である。


	計画に対する意見、今後の方向性等
	　国の基本方針において、国の役割として「財政上の措置その他必要な措置を講ずるよう努める」とされている。大阪府の計画においても大阪市内のホームレス施策に対する効果的な財政上の措置について引き続きご配慮をお願いしたい。

	市町村部局名
	大阪市健康福祉局生活福祉部（ホームレス自立支援担当）


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	　項　目
	４（３）街頭相談事業の実施

	事業実績及び事業効果

	　大阪市においては巡回相談事業を実施し、自立支援センターをはじめ、福祉施設、病院等の関係機関につなぎ自立を支援した。

相談件数

16年度　　　17年度　　　18年度　　　19年度　　　20年度

10,171件　 11,739件　 12,946件　 12,788件　 5,039件

自立支援センター入所者数

16年度　　　17年度　　　18年度　　　19年度　　　20年度

　　　560人　　　 574人　　　875人　　　 781人　　　264人

受診及び施設入所等の支援件数

16年度　　　17年度　　　18年度　　　19年度　　　20年度

1,148件　　1,195件　　 1,222件　　 1,224件　　349件

(注)平成20年度は7月末現在の数字である

	課題・問題点
	ホームレス数は減少しているが、野宿生活の長期化、就労自立意欲の低下などの傾向が見られ、自立支援が相対的に困難なホームレスの割合が増加しているので、こうした状況への一層の対応が必要である。
自立支援が相対的に困難なホームレスの割合の増加に伴い、自立支援に携わる職員に求められる資質も高度化、専門化しているので、このような状況に対応するために、職員の資質の向上及び専門家の対応の確保など、一層の施策の充実が求められる。

	計画に対する意見、今後の方向性等
	　国の基本方針において、国の役割として「財政上の措置その他必要な措置を講ずるよう努める」とされている。大阪府の計画においても大阪市内のホームレス施策に対する効果的な財政上の措置について引き続きご配慮をお願いしたい。

	市町村部局名
	大阪市健康福祉局生活福祉部（ホームレス自立支援担当）
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